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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 令和新時代創造本部（政策戦略監 新時代・SDGs 推進課） 

 

【国の取組状況】 

１ 令和４年４月26日、コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」をとりまとめ、関係閣僚会議で決定。 

  ・対策の柱は①原油価格高騰対策、②エネルギー、原材料、食料等安定供給対策、③中小企業支援、④生活困窮者支援 

  ・民間資金を含めた事業規模は13.2兆円。財政支出は6.2兆円(予備費で1.5兆円、補正予算2.7兆円を手当てするほか、既定予算２兆円を活用) 

２ 岸田内閣総理大臣は同日の記者会見で、２段階のアプロ―チで万全の経済財政運営を行っていくことを表明。まずは26日に決定した総合緊急

対策を速やかに実行し、参院選挙後に総合的な方策を具体化するとした。（財源の裏付けとなる予備費を４月28日に閣議決定、補正予算案を５月

17日に閣議決定し、通常国会へ提出） 

 

【県の取組状況】 

１ 第１弾の対策として、政府の「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」に連動して、原油高対策、原材料・穀物・水産物価格対策、中小企業支

援、生活困窮者支援に対する鳥取県版「総合緊急対策」を段階的かつ機動的に実施。(令和４年４月21日公表) 

  ＜第１弾 「総合緊急対策」の概要＞ 

・資金繰り支援 

  地域経済変動対策資金の延長（令和４年６月末→９月末）利子補給による実質無利子化の継続 等 

・国際経済変動対応総合窓口における対応強化（５月の連休中も開設） 

・運輸・交通事業者支援 

  通常タイヤと低燃費タイヤの補助 

・農林漁業者支援  

農業用省エネ機械等導入支援や漁業経営財務基盤強化資金の実質無利子化の延長等（令和４年６月末→９月末） 

・生活者支援 

生活困窮者の相談・自立サポート体制の強化（５月の連休中も開設） 

・観光事業者・飲食事業者支援 ※連休明けの感染状況をみながら開始 

  「＃WeLove山陰キャンペーン」等の拡大、プレミアムクーポン付き食事券の販売 

 

２ 第２弾の対策として、これまでの「総合緊急対策」（事業費１億円＋融資枠30億円）に追加して、総額104億円の『総合緊急対策』を編成し５

月県議会に提案する。（令和４年５月13日「鳥取県総合緊急対策会議」で確認） 

  ＜第２弾 「総合緊急対策」の概要＞ 

 原油高・物価高に係る業種別対策 

＜畜産・農林水産漁業者向け支援＞ 
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  畜産農家への飼料高騰代等の支援、農業・漁業用省エネ機械・機器等の導入支援、製材業者に対する低利融資枠の拡大、漁業者に対

する無利子融資枠の拡大 

＜中小企業等向け支援＞ 

地域経済変動対策資金の市町村と協調した実質無利子化※期間延長（令和４年６月末→９月末）、物価高騰の影響の大きい業種・業界

が主体的に実施する物価高騰対策等への支援 等 

＜地域公共交通の担い手である交通事業者への支援＞ 

  バス・タクシー事業者への燃費向上に資する車両整備への支援、小中・高校等の県内修学旅行での貸切バス活用支援  等 

 生活者支援 

＜生活困窮者対策＞ 

生活困窮者に対する光熱費助成、生活福祉資金の貸付原資の積み増し、借入上限に達した方への給付金、低所得のひとり親世帯（児童

扶養手当受給等）に対する給付金（児童１人あたり５万円）、相談支援機能の強化、生活困窮者への食料支援体制の強化、県立ハローワ

ークにおける生活・就労ワンストップ相談機能強化 

＜生徒の負担軽減のための学校運営支援＞ 

  食材高騰に伴う県立学校給食費等の軽減（特別支援学校及び寄宿舎）、県立学校及び私立中・高校の光熱費支援   

 コロナ禍からの社会経済活動回復に向けた対策 

＜県内事業者への「感染防御型Withコロナ」の展開支援＞ 

    県内中小企業者等が感染防御型Withコロナに対応しながら新分野進出や事業転換する取組への支援、複数の新型コロナ安心対策認証

店が連携して実施する集客促進や事業多角化に繋がる主体的な取組を支援 等 

＜「感染拡大防御型Withコロナ」観光・飲食支援拡大＞ 

 「＃We Love山陰キャンペーン」・「スペシャル・ウェルカニキャンペーン」の再開・拡大、県内周遊型団体ツアーに係るバス代支援

の増額、プレミアム付食事券のインターネット予約分の新設 

 新型コロナウイルス感染症拡大防止強化対策 

通常医療との両立を図るための院内感染拡大防止対策、小児へのワクチン接種に係る医療機関への経費支援 等 

 ウクライナ避難民受入支援 

生活支援金の支給、住宅支援、就労・就学支援、生活・言語支援  等 

 

 

 


